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管費用等を信

には、上記の

ります。これ

額等を示すこ

することが

。 

本証券業協会

商品取引法に基

。スパークス

完全性、妥当

たことに基づく

成時点のもので

結果をお約束す

わず書面による

とができませ

らびに組入有

料、先物取引

信託財産でご

の他に受託会

れらの費用は

ことができま

できません。

 

以 上

基

・

当

く

で

す

る

せ

有

・

ご

会

は

ま

。 

 

 

上 


